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１．風力発電の現状
（１）新エネルギー導入目標（１）新エネルギー導入目標

２０１０年の新エネルギー等の導入目標

（総合資源エネルギー調査会新エネルギー部会報告書より抜粋）

２０１０年度 ２０１０年度 ２０１０年度 ２０１０年度

レファレンスケース 現行対策推進ケース 追加対策ケース 現行目標ケース

５．３万ｋｌ １５．６万ｋｌ ６２万ｋｌ １１８万ｋｌ １１８万ｋｌ

２０．９万ｋＷ ６３．７万ｋＷ ２５４万ｋＷ ４８２万ｋＷ ４８２万ｋＷ

３．５万ｋｌ １８．９万ｋｌ ３２万ｋｌ １３４万ｋｌ １３４万ｋｌ

８．３万ｋＷ ４６．３万ｋＷ ７８万ｋＷ ３００万ｋＷ ３００万ｋＷ

１１５万ｋｌ １５２万ｋｌ ２０８万ｋｌ ５５２万ｋｌ ５５２万ｋｌ

９０万ｋＷ １４０万ｋＷ １７５万ｋＷ ４１７万ｋＷ ４１７万ｋＷ

５．４万ｋｌ ２２．６万ｋｌ ２２．６万ｋｌ ３４万ｋｌ ３４万ｋｌ

８．０万ｋＷ ２１．８万ｋＷ ２１．８万ｋＷ ３３万ｋＷ ３３万ｋＷ

太陽熱利用 ９８万ｋｌ ７４万ｋｌ ７４万ｋｌ ７４万ｋｌ ４３９万ｋｌ

廃棄物熱利用 ４．４万ｋｌ ３．６万ｋｌ ４．４万ｋｌ １４万ｋｌ １４万ｋｌ

バイオマス熱利用 － － － ６７万ｋｌ ６７万ｋｌ

未利用エネルギー ４．１万ｋｌ ６．０万ｋｌ ９．３万ｋｌ ５８万ｋｌ ５８万ｋｌ

※

黒液・廃材等 ４５７万ｋｌ ４７１万ｋｌ ４８７万ｋｌ ４８７万ｋｌ ４９４万ｋｌ

※

総合計 ６９３万ｋｌ ７６４万ｋｌ ８９９万ｋｌ １，５３８万ｋｌ １，９１０万ｋｌ １，９１０万ｋｌ

（対一次エネルギー総供給比） （１．２％） （１．３％） （１．４％） （２．６％） （３％程度） （３％程度）

※未利用エネルギーには雪氷冷熱を含む。
※黒液・廃材はバイオマスの１つであり、発電として利用される分を一部含む。
※黒液・廃材の導入量は、エネルギーモデルにおける紙パの生産水準に依存するため、モデルで内生的に試算する。

　　　　１，０７２万ｋｌ

１９９９年度 ２００２年度

同右

太陽光発電

風力発電

廃棄物発電

バイオマス発電

風力発電については300万ｋＷの達成が必要



※出典：ＮＥＤＯ

１．風力発電の現状

（２）電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法（（２）電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法（RPSRPS法）の概要法）の概要

電気事業者に、新エネルギー等から発電される電気を一定量以上利用することを義務づけることにより、電力分野
における新エネルギー等の更なる導入拡大を図り、エネルギー安定供給確保に資するととももに、環境の保全に寄
与することを目的とする法律。 ※通称：ＲＰＳ（Renewables Portfolio Standard）法 （平成１４年制定）

○対象となる新エネルギー等の種類

①風力、②太陽光、③地熱（熱水を著しく減少させないもの）、
④中小水力（水路式で1000kW以下）、⑤バイオマス

→「新エネルギー等電気」：新エネルギー等を電気に変換する
設備で大臣が認定したものから得られる電気

○利用しなければならない新エネルギー等電気の量
・平成22年度（2010年度）には、全ての電気事業者とも、電気

供給量の約1.35％以上（全国で122億kWhとなるよう按分）。

・平成21年度までは、これまでの新エネ等電気利用状況を勘

案し、経過措置。

・平成16年度は、一般電気事業者10社平均で電気供給量の

約0.43％（全国で約36億kWh）。

○電気事業者は以下の中から最も有利な方法を選択
①自ら新エネルギー等電気を発電する。
②他の発電事業者から新エネルギー等電気を購入する。
③他の発電事業者等から「新エネルギー等電気相当量」を購
入する。

※新エネルギー等電気相当量：義務量の達成のため、他の電気事業者が利用した新エネ等
電気の量に応じて、事業者間で取引することのできる量で、いわば新エネ分の価値に相当。
この取引により、市場機能を活かしつつ、新エネルギーの導入が困難な地域の電気も地
域を越えて義務の履行が可能。

○平成15年４月から義務が発効

［一般電気事業者］ 計１０社
北海道電力㈱ 東北電力㈱

東京電力㈱ 中部電力㈱

北陸電力㈱ 関西電力㈱

中国電力㈱ 四国電力㈱

九州電力㈱ 沖縄電力㈱

［特定規模電気事業者、特定電気事業者］ 計２１社
ダイヤモンドパワー㈱

イーレックス㈱

諏訪エネルギーサービス㈱

尼崎ユーティリティサービス㈱ 他

○義務対象となる電気事業者（小売事業者） 計３１社

（平成１６年５月現在）

発
電
事
業
者

一
般
消
費
者
等

企
業
、

電気の流れ

（発電） （消費）（販売）

（小
売
事
業
者
）

電
気
事
業
者

＜風力、太陽光、バイオマス、

水力、地熱による発電＞

電気 電気
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地域別導入状況（地域別導入状況（20032003年度末暫定値）年度末暫定値）

導入実績
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19991999年度末年度末
8.18.1〔〔万万ｋｋWW〕〕 180180基基

※出典：NEDO 調査データ（２００３年度は暫定
値）

北海道
24%

東北
41%

九州（沖縄
含）
19%

近畿/中国/
四国
5%

関東/中部/
北陸
11%

20032003年度末年度末

68.468.4〔〔万万ｋｋWW〕〕
738738基基

都道府県別の導入量上位（都道府県別の導入量上位（20032003年度末暫定値）年度末暫定値）

青森県 16.2〔万ｋW〕

北海道 15.9〔万ｋW〕

鹿児島県 7.1〔万ｋW〕

秋田県 6.3〔万ｋW〕

長崎県 3.0〔万ｋW〕

山形県 2.3〔万ｋW〕

岩手県 2.1〔万ｋW〕

沖縄県 1.9〔万ｋW〕

三重県 1.8〔万ｋW〕

福岡県 1.5〔万ｋW〕

20022002年度末年度末
46.346.3〔〔万万ｋｋWW〕〕 576576基基

20012001年度末年度末
31.331.3〔〔万万ｋｋWW〕〕 431431基基

（３）国内における風力発電導入量の推移（３）国内における風力発電導入量の推移
１．風力発電の現状



１．風力発電の現状
（４）今後の風力発電の導入ポテンシャル（４）今後の風力発電の導入ポテンシャル
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（５）全国風況マップ（５）全国風況マップ

※出典：ＮＥＤＯ

１．風力発電の現状



（６）電力会社の風力発電導入量（６）電力会社の風力発電導入量

１．風力発電の現状
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（１）風力発電の事業形態（１）風力発電の事業形態

※出典：ＮＥＤＯ

２．風力発電の系統連系問題

国内メーカー 

大型機メーカー 

・三菱重工業（株） 

中小型機メーカー 

 
・富士重工業（株） 

 

マイクロ機メーカー 

 
・那須電機鉄工（株） 

・（株）ドマーニ 

・ゼファー（株） 

・神鋼電気（株） など 

海外メーカー 

総合デベロッパー 

（調査、風況調査、 

  設置、管理、運営） 

 

個別サービス・

導入コンサル 

発電事業 

輸送・ 

組立 

 
・日本  

 通運 

      

など 

（流通・サービス） （事業） 

（自治体系） 
・山形県立川町 

・北海道苫前町 

・岩手県企業局    など 

（ＮＰＯ系） 
・北海道グリーンフォー

ラム 

・クリーン・エネルギー・

フォーラム     など 

（民間企業系） 
 電気 

事業者 

 

住宅市場 

業務建物 

需 要 供 給 

金融機関・ 

リース会社 

大型機メーカー 
Vestas(DK)＋NEG-Micon（DK） 

・Enercon(GE) 

・BONUS(SP) 

・GAMESA（SP）  など 

・日本気象協会 

・イーアンドイーソ

リューションズ 

・東洋設計  など 

代理店／EPC 
・エヌイージー・ ミーコン（株） 

・ヴェステックジャパン（株） 

・（株）日立製作所 

・石川島播磨重工業（株） 

・JFEエンジニアリング（株） 

・（株）荏原製作所 

・（株）きんでん 

・住友電設（株） 

・（株）ユーラスエナジー 

ジャパン 

・エコ・パワー（株） 

・日本風力開発（株） 

・電源開発（株）  など 

グリーン

電力証書

事業 

 
日本自然 

エネルギー

（株） 

メンテナンス

事業 

風力発電の事業形態

風力発電の多くは、電力
系統に連系し、電気事業
者に売電する形で行われ
ている。

系統連系を行なわない自
家消費用の風力発電の
数は少なく、小規模。

風力発電事業を
行うためには
系統連系が
必要不可欠

風力発電の拡大の
ためには電力系統へ
の円滑な連系が
必要不可欠

系
統
連
系

日本の風力発電の産業構造



（２）風力発電の特徴（２）風力発電の特徴

○ＫＷ価値を有さない
・いつ、何ＫＷ発電するか運転制御できない。

・電力需給バランスの調整力が減少する低負荷時
の夜間にも出力が変動。

○出力変動が大きい
・系統に対して「電力需要変動」に加えて「風力発
電による出力変動」が発生。

○大容量化に伴い連系点制約がある

２．風力発電の系統連系問題
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（３）風力発電と系統連系（３）風力発電と系統連系
２．風力発電の系統連系問題

風力発電の電力系統への影響

○系統全体に波及する問題
－周波数変動問題

○連系点の近傍で発生する問題
－電圧変動
－保護協調上の問題
－高調波の発生

－送電容量の問題

対応策の検討が必要な問題は、
系統全体に波及する問題：周波数変動問題
連系点の近傍で発生する問題：送電容量の問題

・電圧変動問題や保護協調の問題
→ 「電力品質確保に係る系統連系要件
ガイドライン」（電圧変動部分）

「電気設備の技術基準解釈」

（保護協調部分）

・高調波の発生問題

→「高圧又は特別高圧で受電する需要家
の高調波抑制対策ガイドライン」

・火力発電の出力調整による電力需給調整
能力にも限界があることから、風力発電の
連系量を制限

現状の対応状況

・個別に検討



２．風力発電の系統連系問題

（４）周波数の観点から見た連系量制制約（４）周波数の観点から見た連系量制制約

北海道電力

風力発電連系可能量 ２５万ｋW

東北電力

風力発電連系可能量 ５２万ｋW

九州電力

平成１８年に公表予定

（最低負荷時の風力連系可能量出力割合）

１０％

９％



例：東北電力では、風力発電の系統連系に関する説明会に際し、設備の空き容量の観点から、
系統連系が不可能な送電線・発変電所名を毎年度公開

例：東北電力では、風力発電の系統連系に関する説明会に際し、設備の空き容量の観点から、
系統連系が不可能な送電線・発変電所名を毎年度公開

【平成１３年度】 【平成１４年度】 【平成１５年度】

（５）送電容量制約により風力発電の新規連系が不可能な系統（５）送電容量制約により風力発電の新規連系が不可能な系統
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２．風力発電の系統連系問題



（１）総合資源エネルギー調査会（１）総合資源エネルギー調査会 新エネルギー部会新エネルギー部会
におけるこれまでの検討におけるこれまでの検討

H12.7 総合エネルギー調査会新エネルギー部会

電力系統影響評価小委員会中間報告書 
北海道の状況を念頭におい

て、風力発電の周波数変動問

題の技術的対応策についてと

りまとめ 
 

H13.6 総合資源エネルギー調査会 
新エネルギー部会報告 

風力発電の導入量 300 万 kW

とした場合、一定の仮定をお

いて追加的費用を試算 

H13.12 総合資源エネルギー調査会 
新エネルギー部会 
新市場拡大措置検討小委員会報告 

系統連系対策の内容及び費用

規模、実施負担のあり方の検

討の必要性を明記 

 
H15.1 電気事業者による新エネルギー等の利用

に関する特別措置法に基づく利用目標告

示 

系統対策の検討（３年間を目

途）の必要性を明記 

 

 

３．これまでの経緯

（2010年までの新エネ導入目標を設定）

（RPS法導入の検討）



４．風力発電系統連系対策小委員会報告書のポイント

（１）風力発電の導入目標と系統連系対策の必要性（１）風力発電の導入目標と系統連系対策の必要性

風力発電の導入目標 2010年度 300万ｋＷ

ＲＰＳ法の新ｴﾈﾙｷﾞｰ等電気の利用目標量 122億kWh

風力発電
○風況に応じて出力が変動
○風況条件の良い地域は送電線の送電容量が
小さいところが多い

今後一層の導入を図るためには、風力発電の系統
連系に伴う課題を解決していくことが必要

今後一層の導入を図るためには、風力発電の系統
連系に伴う課題を解決していくことが必要

風力発電の系統連系に伴う課題
①電力系統全体の周波数変動に係る課題
→周波数変動対策
②風力発電連系点における送電容量等に係る課題
→送電容量等対策



４．風力発電系統連系対策小委員会報告書のポイント

（２）周波数変動対策一覧（２）周波数変動対策一覧

・蓄電池等の導入
・気象予測に基づく風力発電予測システムの導入

・ 調整力不足時期の風力発電
機の解列・出力抑制

・周波数変動制約のない地域
への風力発電立地の誘導

・周波数変動の観点からみた風力
発電連系可能量の正確な把握

・調整力の拡大に向けた電源運用

・会社間連系線の活用

風力発電サイドの対策系統サイドの対策



４．風力発電系統連系対策小委員会報告書のポイント

（３）送電容量対策一覧（３）送電容量対策一覧

・送電線熱容量・変電所バンク
容量等に係る情報の随時提供
・周波数変動制約のない地域で
の風力発電系統接続受付随時
化
・連系可能性についての回答に
おける理由の開示
・連系不可能時の代替案の提示

・連系可能量算定方式の工夫
・連系容量を超える発電容量の
連系（最大出力の制約を条件
とした連系）

・風力発電事業者保有のアクセ
ス線・変電所の活用

・電力会社保有送変電設備の増
強

・事業計画の変更の許容

送電容量に係る情報の充実対策風況条件の良い風力発電機建設
適地の送電能力を向上させるた
めの対策



５．風力発電系統連系対策小委員会報告書に盛り込まれた周波数変動対策

（１）周波数変動の観点からみた風力発電連系可能量の正確な把握（１）周波数変動の観点からみた風力発電連系可能量の正確な把握

内容・趣旨

課題・留意事項

不必要な対策費用を極力発生させない観点

風力発電連系可能量の正確な把握・結果を公表

現行の電力品質（周波数）の維持

○シミュレーション条件の明確化

○実態を踏まえたシミュレーション手法の検討

○需要動向や電源構成・運用を踏まえた連系可能量の再評価

今後の対策

の進め方

シミュレーション

○シミュレーション手法の調査研究（資源エネルギー庁）

○連系可能量の公表（電力会社）



５．風力発電系統連系対策小委員会報告書に盛り込まれた周波数変動対策

（２）調整力の拡大に向けた電源運用（２）調整力の拡大に向けた電源運用

内容・趣旨

経済性の観点等から活用していない自社の調整力

系統に連系されている自社以外の調整力（ＩＰＰ、ＰＰＳ）

活用

調整力の拡大に有効

留意事項 原子力発電等の長期固定電源への配慮

設備運用の変更に伴うハード面の制約

今後の対策

の進め方

電源の効率的運用や将来の電源構成や需要状況の変化を考
慮しつつ、調整力を拡大するような電源運用の検討（電力会社）



５．風力発電系統連系対策小委員会報告書に盛り込まれた周波数変動対策

（３）解列枠の募集（３）解列枠の募集

内容・趣旨 調整力が不足する時間帯に風力発電の解列又は出力の抑制

周波数変動の抑制

新たな風力発電機の連系が可能

「計画解列・出力抑制方式」

「予定解列・出力抑制方式」
豊水期や軽負荷期等の調整力が不足する時間帯に行う

調整力が不足する際に行う

留意事項 公正かつ透明な解列・出力抑制ルールの策定

今後の対策の進め方 通常の連系とは別枠の解列枠（仮称）として連系募集（電力会社）

電力会社による募集方法策定に協力（風力発電事業者）



５．風力発電系統連系対策小委員会報告書に盛り込まれた周波数変動対策

（４）会社間連系線の活用に向けた検討（４）会社間連系線の活用に向けた検討

内容・趣旨 電力会社間連系線を通じて他社管内の調整力を活用する

風力発電の連系可能量に余裕のない電力会社における連系可能量の拡大

留意事項 ・ＰＰＳ事業者による連系線利用等の他利用者との調
整

・電気事業法上の位置づけ（電圧、周波数維持努力
義務、広域的運営）

今後の対策

の進め方

技術面、経済面の観点からの費用対効果を明らかにする（電力会社）

会社間連系線の活用による風力発電連系可能量拡大の試算



５．風力発電系統連系対策小委員会報告書に盛り込まれた周波数変動対策

（５）蓄電池等の導入による風力発電連系量増加見込み試算（５）蓄電池等の導入による風力発電連系量増加見込み試算

内容・趣旨 風力発電サイトあるいは系統側に蓄電池などの電力貯蔵設備を設置

充放電による出力変動の平滑化

今後の対策

の進め方
蓄電池等の最適設置容量

集中制御による削減設置容量

蓄電池等の貯蔵設備の寿命

試算（資源エネル
ギー庁）

風力発電連系可能量の増加量試算（電力会社）



５．風力発電系統連系対策小委員会報告書に盛り込まれた周波数変動対策

（６）周波数変動制約のない地域への風力発電立地の誘導（６）周波数変動制約のない地域への風力発電立地の誘導

内容・趣旨 風力発電連系可能限界量まで達していない電力会社管内

風力発電立地の促進

今後の対策

の進め方

風力発電立地促進のインセンティブとなる方策の検討
（周波数変動制約のない電力会社）

周波数変動制約のない地域における風力発電適地の開発
（風力発電事業者）

周波数変動制約のない地域への新規風力発電立地支援施策の重点化
（資源エネルギー庁）



５．風力発電系統連系対策小委員会報告書に盛り込まれた周波数変動対策

（７）気象予測に基づく風力発電量予測システムの調査研究（７）気象予測に基づく風力発電量予測システムの調査研究

内容・趣旨 気象予測に基づく風力発電の発電量の予測

必要な調整力の節約

風力発電連系可能量の増加

今後の対策の

進め方

学識経験者、電力会社、風力発電事業者の参加による
気象予測に基づく風力発電量予測システムの調査研究
（資源エネルギー庁）



５．風力発電系統連系対策小委員会報告書に盛り込まれた周波数変動対策

電力会社、風力発電事業者、資源エネルギー庁それぞれが中
間報告書の「今後の対策の進め方」に盛り込まれた事項について
の検討・実施を行う。

平成16年度

平成1７年度
風力発電系統連系対策小委員会の開催

（各主体における対策の進捗状況のフォローアップ）

解列枠の実施、その他の対策の実施に向けた検討

平成２２年度 風力300万ｋW達成 RPS法義務量の達成

各種の風力発電系統連系対策の着実な実施

（８）今後の進め方（８）今後の進め方



（参考資料）
（１）周波数の特徴（１）周波数の特徴

○周波数の特徴
・系統で使用される電力と、発電される電力のバランスに応じて変動
・電力需給のインバランスに応じ、瞬時（数秒以内）に系統全体の周波数が変動

需要（負荷）＞供給（発電量）⇒周波数低下
需要（負荷）＜供給（発電量）⇒周波数上昇



（２）電源の組み合わせ（２）電源の組み合わせ

（出典）電事連ホームページ

参考資料



参考資料

（３）電力会社の周波数許容偏差と管理実績（３）電力会社の周波数許容偏差と管理実績

至近3年平均－118回/年【管理目標値】±0.3沖縄

〃98.84％－【目標滞在率95%】±0.1九州

〃98.84％－【目標滞在率95%】±0.1四国

〃98.84％－【目標滞在率95%】±0.1中国

〃98.84％－【目標滞在率95%】±0.1関西

〃98.84％－【目標滞在率95%】±0.1北陸

〃98.84％－【目標滞在率95%】±0.1中部

〃99.99904%－【管理目標値】±0.2東京

至近10年平均99.99904%－【管理目標値】±0.2東北

至近3年平均－43回/年【管理目標値】±0.3北海道

時間滞在率逸脱回数（Hz）

備考周波数許容偏差内周波数許容偏差周波数許容偏差電力
会社

※資源エネルギー庁調べ



（４）電力会社の風力発電導入量（４）電力会社の風力発電導入量

風力発電導入量
Ｈ16.3現在

風力発電導入量
導入見込み量

参考資料

（単位：MW）
電力会社名 風力発電導入量① 最大需要電力② 最低需要電力③ ①/② ①/③

北海道 159 5,345 2,384 2.97% 6.67%
東北 282 14,489 5,863 1.95% 4.81%
東京 35 63,200 20,465 0.06% 0.17%
中部 30 27,283 7,762 0.11% 0.39%
北陸 7 5,394 1,716 0.13% 0.41%
関西 12 31,610 9,823 0.04% 0.12%
中国 13 11,488 4,679 0.11% 0.28%
四国 16 5,738 2,295 0.28% 0.70%
九州 109 15,966 6,320 0.68% 1.72%
沖縄 16 1,425 489 1.12% 3.27%

計 679 181,938 61,796 0.37% 1.10%

（単位：ＭＷ）
電力会社名 風力発電導入量① 最大需要電力② 最低需要電力③ ①/② ①/③

北海道 256 5,345 2,384 4.79% 10.74%
東北 518 14,489 5,863 3.58% 8.84%
東京 113 63,200 20,465 0.18% 0.55%
中部 61 27,283 7,762 0.22% 0.79%
北陸 16 5,394 1,716 0.30% 0.93%
関西 14 31,610 9,823 0.04% 0.14%
中国 30 11,488 4,679 0.26% 0.64%
四国 38 5,738 2,295 0.66% 1.66%
九州 348 15,966 6,320 2.18% 5.51%
沖縄 16 1,425 489 1.12% 3.27%

計 1,410 181,938 61,796 0.77% 2.28%

※風力発電導入量、最低需要電力は資源エネルギー庁調べ。
※最大需要電力は電気事業便覧平成１５年度版による。
※最大／最低需要電力は発電端。


